
変更理由・備考
検証
結果

リサンプリング ○

しきい値 ○

データの並び替え ○

世帯・個人識別情報の匿名化 ○

攪乱処理 ○

集計用乗率 ○

地域情報 ○

都道府県番号・市区町村番号 × × ○

調査単位区符号 × × ○

世帯一連番号 ▲ 新たに付与 ▲ 同左 ○

調査票等の有無 ○ ○ ○

調査月数 ○ ○ ○

３大都市圏か否か ○ ○ ○

世帯の別 ○ ○ ○

世帯区分 ○ ○ ○

世帯人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

有業人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

氏名の記入の有無 × × ○

世帯主との続き柄 ○ ○ ○

(2) 性別 ○ ○ ○

満年齢（５歳階級） ▲
0～84歳を５歳階級でグルーピング
85歳以上をトップコーディング

▲
0～89歳を５歳階級でグルーピング
90歳以上をトップコーディング

高齢化の進展により、85～
89歳の割合が0.5％を超過

○

（15歳未満各歳） ▲ 同一年齢３人以上の世帯は削除 ▲ 同左 ○

(4) 就業・非就業の別 ○ ○

・選択肢の変更
・「就業」、「うちパート」、
「非就業」及び「うち仕事を
探している」を、「正規の職
員・従業員」、「パート・アル
バイト」、「労働者派遣事業
所の派遣社員」、「その
他」、「会社などの役員」、
「自営業種」、「家族従業
者」、「内職」、「仕事を探し
ている」及び「仕事を探して
いない」に変更

○

(5) 名称 × × ○

(6) 事業の内容 × × ○

(7) 本人のしている仕事の内容 × × ○

企業区分 ○ ○ ○

企業規模 ○ ○ ○

(9) 産業符号 ○ ○
日本標準産業分類改定に
伴う変更

○

(10) 職業符号 ○ ○ ○

(11) 国公私立 ○ ○ ○

(12) 学校の種別 ○ ○
・選択肢の変更
・「大学等」を「大学等」と
「大学院」に分割

○

(13) 専修学校 ○ ○ ○

(14) 各種学校・塾など ○ ○ ○

平成21年全国消費実態調査 匿名データの審査表（案）

在学者の学
校の種別

匿名化処理基準 平成21年（追加）
変更理由・備考

検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

同左

なし

同左

同左

全国消費実態調査

平成21年（追加）

世帯単位にランダムに並び替え

世帯及び世帯員に関する事項（世帯票）

同左

Ⅰ

世
帯
員
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

提供項目等

同左

同左

同左

(1)

(3)

統計調査名

匿名化処理の内容

再付与して提供

３大都市圏か否か

0.5％

・世帯人員が８人以上いる世帯を削除
・同一年齢の15歳未満の世帯人員が３人以上
いる世帯を削除

世帯単位に80％を目安に抽出

匿名化処理基準

(8)

勤め先又は
自営事業

資料２－２
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匿名化処理基準 平成21年（追加）
変更理由・備考

検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等

氏名 × × ○

世帯主との続き柄 ○ ○ ○

不在理由 ○ ○ ○

入院（人） ○ ○ ○

学業（人） ○ ○ ○

その他（人） ○ ○ ○

要介護と認定されている人 × × ○

施設に入所している人がいる × × ○

居宅サービスを受けている人が
いる（短期入所を含む）

× × ○

Ⅳ

世
帯
主
と

子
の
同
居
に
つ

い
て

(18) 子の住んでいる場所 ○ ○ ○

(19) 住居の構造 ○ ○ ○

住居の延べ床面積 ▲

200㎡以上トップコーディング
二人以上の世帯は30㎡未満をボトム
コーディング

▲ 別添参照 0.5%基準による見直し ○

うち業務用面積 ▲

二人以上の世帯は150㎡以上をトップ
コーディング
単身世帯は100㎡以上をトップコーディ
ング

▲ 別添参照
0.5%基準及び対象世帯数
による見直し

○

(21) 住居の建て方 ○ ○ ○

(22) 住居の所有関係 ○ ○ ○

(23) 水洗式トイレの有無 ○ ○ ○

(24) 地代の有無 ○ ○ ○

(25) 住居の敷地面積 ▲ 1000㎡以上をトップコーディング ▲ 別添参照 0.5%基準による見直し ○

(26) 住居の建築時期 ○ ○
・選択肢の変更
・「昭和30年以前」を「昭和
35年以前」に変更

○

(27) 入居時期 ○ ○ ○

Ⅵ
 
単
身
世

帯
の
形
態

(28) 単身世帯の形態 ○ ○ ○

現住居以外の住宅をあなた又は
あなたの家族名義で所有してい
ますか

× × ○

用途 × × ○

建築時期 × ×
・選択肢の変更
・「昭和30年以前」を「昭和
35年以前」に変更

○

住宅の延べ床面積 × × ○

住宅の構造 × × ○

現居住地以外の土地（住宅用）を
あなた又は家族名義で所有して
いますか

× × ○

状態 × × ○

所在地 × × ○

敷地面積 × × ○

品目符号 ○ ○ ○

所有総数 ○ ○ ○

取得時期別所有数
（過去１年以内、１～５年、５年
超）

○ ○ ○

国産・輸入の別 ○ ○ ○

取得時期（元号、年） ○ ○

・回答方法の変更
・「昭和」の「年次」のフリー
記入欄を「昭和63年以前」
のマーク欄に変更

○

初年度登録（元号、年） ○ ○ 同上 ○

動力・排気量 ○ ○
・選択肢の変更
・「ハイブリッド車・電気自
動車」を追加

○

家族
（(1)(15)(16)に
記入されてい
る人のみ）に
ついて、「要
介護」と認定
されている人
はいますか

(20)

その他の人
の場合

Ⅲ

介
護
が
必
要
な
家
族
に

つ
い
て

(15)

(16)

耐久財等に関する事項（耐久財等調査票）

Ⅴ

現
住
居
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

家計を主に支
える人の場合

Ⅱ

世
帯
員
以
外
の
家
族
に
つ
い

て

Ⅶ

現
在
住
ん
で
い
る
住
居
以
外
の
住
宅
及
び
土
地
に
つ
い
て

(29)

(30)

(17)

調査品目の変更

Ⅱ

自
動
車

Ⅰ

家
具
・
電
気
製

品
等
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匿名化処理基準 平成21年（追加）
変更理由・備考

検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等

国産・輸入の別 ○ ○ ○

取得時期（元号、年） ○ ○

・回答方法の変更
・「昭和」の「年次」のフリー
記入欄を「昭和63年以前」
のマーク欄に変更

○

初年度登録（元号、年） ○ ○ 同上 ○

動力・排気量 ○ ○ ○

品名欄の有無 ○ ○ ○

所有総数 ○ ○ ○

取得時期別所有数
（過去１年以内、１～５年、５年
超）

○ ○ ○

購入価格 ○ ○ ○

品目符号 ○ ○ ○

所有数 ○ ○ ○

金額 ○ ○ ○

所有数 ○ ○ ○

金額 ○ ○ ○

所有数 ○ ○ ○

金額 ○ ○ ○

18歳未満人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

65歳以上人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

うち無職者人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

世帯主の性別 ○ ○ ○

持ち家の有無 ○ ○ ○

住宅ローンの有無 ○ ○ ○

家賃・地代を払っているか否か ○ ○ ○

自動車保有台数 ○ ○ ○

自動車保有の有無 ▲ ▲ ○

年間収入 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、2500万円以上を
トップコーディング
単身世帯は、1000万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

用途分類 ○ ○ 用途分類の変更 ○

（曜日別） × × ○

貯蓄現在高 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、9500万円以上を
トップコーディング
単身世帯は、5500万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

負債現在高 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、4500万円以上を
トップコーディング
単身世帯は、1500万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

品目分類（購入形態別） ○ ○

・選択肢の追加（現金、ク
レジットカード・月賦・掛買
い、電子マネーの別に提
供）
・品目分類の変更

○

（購入先） × × ○

（購入地域） - × 新規の調査項目 ○

Ⅲ

そ
の
他
の
耐
久
消
費
財
等

ゴルフ会員権

ゴルフ会員権以外の
スポーツ・レジャークラ

ブ会員権

用途分類及び品目分類等（家計簿及び年収・貯蓄等調査票）

Ⅱ

自
動
二
輪
車
及
び
原
動
機

付
自
転
車

リゾート会員権

Ⅳ

ゴ
ル
フ
会
員
権
等
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匿名化処理基準 平成21年（追加）
変更理由・備考

検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等

耐久財資産額 ○ ○ 調査品目の変更 ○

会員権等資産額 ○ ○ ○

宅地保有の有無 ▲ ▲ ○

現居住地保有の有無 ▲ ▲ ○

現居住地以外の宅地の保有の有
無

▲ ▲ ○

住宅保有の有無 ▲ ▲ ○

現住居の保有の有無 ▲ ▲ ○

現住居以外の住宅の保有の有無 ▲ ▲ ○

家計資産に関する事項（総資産・純資産別に提供）
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変更理由・備考
検証
結果

リサンプリング ○

しきい値 ○

データの並び替え ○

世帯・個人識別情報の匿名化 ○

攪乱処理 ○

集計用乗率 ○

地域情報 ○

都道府県番号・市区町村番号 × × ○

調査単位区符号 × × ○

世帯一連番号 ▲ 新たに付与 ▲ 同左 ○

調査票等の有無 ○ ○ ○

調査月数 ○ ○ ○

３大都市圏か否か ○ ○ ○

世帯の別 ○ ○ ○

世帯区分 ○ ○ ○

世帯人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

有業人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

氏名の記入の有無 × × ○

世帯主との続き柄 ○ ○
・回答方法の変更
・マーク方式に変更

○

性別 ○ ○ ○

満年齢（５歳階級） ▲
0～84歳を５歳階級でグルーピング
85歳以上をトップコーディング

▲
0～89歳を５歳階級でグルーピング
90歳以上をトップコーディング

高齢化の進展により、85～
89歳の割合が0.5％を超過

○

（15歳未満各歳） ▲ 同一年齢３人以上の世帯は削除 ▲ 同左 ○

(3) 配偶者の有無 - ○ 新規の調査項目 ○

(4) 就業・非就業の別 ○ ○
・選択肢の変更
・「就業」、「非就業」の選択
肢を追加

○

(5) 育児休業の取得の有無 - ○

育児休業の期間（８月まで） - ▲
30か月まで各月で提供、31か月以上を
トップコーディング

育児休業の期間（９月から） - ▲ 同上

(6) 名称 × × ○

(7) 事業の内容（産業分類） ○ ○
日本標準産業分類改定に
伴う変更（平成21年度と同
様）

○

(8)
本人のしている仕事の内容（職業
分類）

○ ○ ○

(9)① 企業区分 ○ ○ ○

(9)① 企業規模 ○ ○ ○

(10) 学校の種別 ○ ○
・選択肢の変更
・「大学等」を「短大・高専」
及び「大学」に分割

○

（11） 国公立・私立の別 ○ ○ ○

(12) 各種学校・塾など ○ ○
・選択肢の変更
・「通っていない」場合の選
択肢を追加

○

(13) 介護をしている状況 － ○ 新規の調査項目 ○

(14) 要介護・要支援認定の別

○

変更理由・備考
検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

新規の調査項目

平成26年
（追加）

平成26年全国消費実態調査 匿名データの審査表（案）

統計調査名 全国消費実態調査

匿名化処理の内容 匿名化処理基準

３大都市圏か否か 同左

同左

0.5％ 同左

世帯単位にランダムに並び替え 同左

世帯単位に80％を目安に抽出

・世帯人員が８人以上いる世帯を削除
・同一年齢の15歳未満の世帯人員が３人以上
いる世帯を削除

同左

なし 同左

再付与して提供 同左

・回答方法の変更
・世帯単位から個人単位に
把握するように変更

○×

在学者の学
校の種別

×

Ⅰ

全
世
帯
員
に
共
通
す
る
事
項
に
つ
い
て

勤め先又は
自営事業

育児休業の
取得の有無

提供項目等 匿名化処理基準 平成26年（追加）

(1)

(2)

世帯及び世帯員に関する事項（世帯票）

資料２－２
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変更理由・備考
検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等 匿名化処理基準 平成26年（追加）

氏名 × × ○

不在理由 ○ ○ ○

世帯主との続き柄 ○ ○
・回答方法の変更
・マーク方式に変更

○

入院（人） ○ ○ ○

介護保険施設入所（人） - ○ 選択肢の追加 ○

他の介護施設入所（人） - ○ 選択肢の追加 ○

学業（人） ○ ○ ○

その他（人） ○ ○ ○

Ⅲ

子
の
住
ん
で
い
る
場
所

に
つ
い
て

(17) 子の住んでいる場所 ○ ○

・選択肢の変更
・「一緒に住んでいる（生計
は同一）」、「一緒に住んで
いる（生計は別）」及び「同
じ敷地に住んでいる」を統
合、「片道１時間未満の場
所に住んでいる」を「片道
15分未満の場所に住んで
いる」及び「片道１時間未
満の場所に住んでいる」に
分割

○

(18) 罹災証明書の有無 - × 新規の調査項目 ○

(19) 災害の種類 - × 新規の調査項目 ○

(20) 被災した年月 - × 新規の調査項目 ○

(21) 被災による転居の有無 - × 新規の調査項目 ○

Ⅴ

単
身
世

帯
に
つ
い
て

(22) 単身世帯の形態 ○ ○ ○

(23) 住居の構造 ○ ○ ○

住居の延べ床面積 ▲
200㎡以上トップコーディング
二人以上の世帯は30㎡未満をボトム
コーディング

▲ 別添参照 0.5%基準による見直し ○

うち業務用面積 ▲

二人以上の世帯は150㎡以上をトップ
コーディング
単身世帯は100㎡以上をトップコーディン
グ

▲ 別添参照
0.5%基準及び対象世帯数
による見直し

○

住居の建て方 ○ ○

・回答方法及び選択肢の
変更
・共同住宅の何階建及び
居住階をマーク記入からフ
リー記入に変更、「長屋建」
を「その他」に統合

○

建物全体の階数 - ▲
１～２階、３～５階，６～10階、11～14階
でグルーピング、１５階以上をトップコー
ディング

新規の調査項目 〇

住んでいる階数 - ▲
１～２階、３～５階，６～10階でグルーピ
ング、11階以上をトップコーディング

新規の調査項目 〇

(26) 住居の所有関係 ○ ○

・選択肢の変更
・持ち家の「あなた又はあ
なたの家族名義」及び「住
居又は生計をともにしてい
ない親等の名義」を統合、
民営の賃貸住宅の「炊事
用流し及びトイレ専用」及
び「炊事用流し又はトイレ
共用」を統合

○

水洗式トイレの有無 ○ - 廃止の調査項目

(27) 地代の有無 ○ ○

・選択肢の変更
・地代を支払っていない世
帯の「あなた又はあなたの
家族名義の土地」と「住居
又は生計をともにしていな
い親等の名義の土地」を統
合

○

(28) 住居の敷地面積 ▲ 1000㎡以上をトップコーディング ▲ 別添参照 0.5%基準による見直し ○

(29) 住居の建築時期 ○ ○

・選択肢及び回答方法の
変更
・「昭和35年以前」を「昭和
40年以前」に変更
・西暦での回答欄を追加

○

(30) 入居時期 ○ ○ 同上 ○

Ⅳ

被
災
に
関
す
る

事
項
に
つ
い
て

その他の人

Ⅱ

３
か
月
以
上
不
在
の
家
族
に
つ
い
て

(15)
家計を主に支
える人

(16)

Ⅵ

現
住
居
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

(24)

(25)
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変更理由・備考
検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等 匿名化処理基準 平成26年（追加）

設備の有無 - ○ ○

数量 - 〇 〇

取得時期 - 〇 〇

現住居以外の住宅をあなた又は
あなたの家族名義で所有してい
ますか

× × ○

用途 × × 廃止の調査項目

建築時期 × ×

・選択肢及び回答方法の
変更
・「昭和35年以前」を「昭和
40年以前」に変更
・西暦での回答欄を追加

○

住宅の延べ床面積 × × ○

住宅の構造 × × ○

現居住地以外の土地（住宅用）を
あなた又は家族名義で所有して
いますか

× × ○

状態 × - 廃止の調査項目

所在地 × × ○

敷地面積 × × ○

品目符号 ○ ○ ○

所有総数 ○ ○ ○

取得時期別所有数
（過去１年以内、１～５年、５年超）

○ ○ ○

国産・輸入の別 ○ ○ 記入件数を３件に変更 ○

取得時期（元号、年） ○ ○

・回答方法の変更
・「昭和」の「年次」のフリー
記入欄を「昭和63年以前」
のマーク欄に変更

○

初年度登録（元号、年） ○ ○ 同上 ○

種類 ○ ○

・選択肢の変更
・「ハイブリッド車・電気自
動車」を「ハイブリッド車」及
び「電気自動車」に分割
・「660cc以下」、「661～
1000cc」、「1001～
1500cc」、「1501～
2000cc」、「2001～3000cc」
及び「3001cc以上」を、「軽
自動車」、「小型乗用車」、
「普通乗用車」及び「乗用
車以外」に変更

○

国産・輸入の別 ○ ○ 記入件数を２件に変更 ○

取得時期（元号、年） ○ ○

・回答方法の変更
・「昭和」の「年次」のフリー
記入欄を「昭和63年以前」
のマーク欄に変更

○

初年度登録（元号、年） ○ ○ 同上 ○

種類 ○ ○

・選択肢の変更
・「50cc以下」、「51～
125cc」、「126～250cc」、
「251～500cc」、「501～
650cc」、「651～750cc」及
び「751cc以上」を、「原動
機付自転車（50cc以下）」、
「普通自動二輪車（51～
125cc）」、「普通自動二輪
車（126～250cc）」、「普通
自動二輪車（251～
400cc）」及び「大型自動二
輪車（401cc以上）」に変更

○

Ⅱ

自
動
車

Ⅱ

自
動
二
輪
車
及
び

原
動
機
付
自
転
車

耐久財等に関する事項（耐久財等調査票）

Ⅰ

家
具
・
電
気
製
品
等

設備の有無(31)

・新規の調査項目
・耐久財等調査票から世帯
票へ移行

調査品目の変更

Ⅶ

現
在
住
ん
で
い
る
住
居
以
外
の
住
宅
及
び
土
地
に
つ
い
て

(32)

(33)
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変更理由・備考
検証
結果

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない ―：調査なし

提供項目等 匿名化処理基準 平成26年（追加）

品名欄の有無 ○ ○ ○

所有総数 ○ ○ ○

取得時期別所有数
（過去１年以内、１～５年、５年超）

○ ○ ○

購入価格 ○ ○ ○

品目符号 ○ ○ ○

所有数 ○ ○ ○

購入価格 ○ ○ ○

18歳未満人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

65歳以上人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

うち無職者人員 ▲ ８人以上は世帯削除 ▲ 同左 ○

世帯主の性別 ○ ○ ○

持ち家の有無 ○ ○ ○

住宅ローンの有無 ○ ○ ○

家賃・地代を払っているか否か ○ ○ ○

自動車保有台数 ○ ○ ○

自動車保有の有無 ▲ ▲ ○

年間収入 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、2500万円以上をトッ
プコーディング
単身世帯は、1000万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

用途分類 ○ ○ 用途分類の変更 ○

（曜日別） × × ○

貯蓄現在高 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、9500万円以上をトッ
プコーディング
単身世帯は、5500万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

負債現在高 ▲

総額以外は提供しない
二人以上の世帯は、4500万円以上をトッ
プコーディング
単身世帯は、1500万円以上をトップコー
ディング

▲
総額以外は提供しない
別添参照

0.5%基準による見直し ○

品目分類（購入形態別） ○ ○

・選択肢の追加（現金、クレ
ジットカード・月賦・掛買
い、電子マネーの別に提
供、平成21年と同様）
・品目分類の変更

○

（購入先） × × ○

（購入地域） - × H21年～新規の調査項目 ○

耐久財資産額 ○ ○ 調査品目の変更 ○

会員権等資産額 ○ ○ ○

宅地保有の有無 ▲ ▲ ○

現居住地保有の有無 ▲ ▲ ○

現居住地以外の宅地の保有の有
無

▲ ▲ ○

住宅保有の有無 ▲ ▲ ○

現住居の保有の有無 ▲ ▲ ○

現住居以外の住宅の保有の有無 ▲ ▲ ○

家計資産に関する事項（総資産・純資産別に提供）

用途分類・品目分類等（家計簿及び年収・貯蓄等調査票）

Ⅲ

そ
の
他
の
耐
久
消
費
材

Ⅳ

会
員

権

「ゴルフ会員権」、「ゴルフ
会員権以外のスポーツ・レ
ジャークラブ会員権」及び
「リゾート会員権」を「会員
権」に統合
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３大都市圏 ３大都市圏以外 ３大都市圏 ３大都市圏以外

住居の延べ床面積（㎡） 400 500 400 500

業務用面積（㎡） 600 600 1,100 600

住居の敷地面積（㎡） 1,800 2,000 1,500 2,000

年間収入（万円） 2,600 2,200 2,500 2,200

貯蓄現在高（万円） 12,000 10,000 14,000 10,000

負債現在高（万円） 6,000 4,000 5,000 4,000

住居の延べ床面積（㎡） 300 300 300 400

業務用面積（㎡） 200 100 100 100

住居の敷地面積（㎡） 1,400 1,700 1,300 1,900

年間収入（万円） 1,200 1,100 1,200 1,000

貯蓄現在高（万円） 10,000 9,000 12,000 10,000

負債現在高（万円） 3,000 2,500 2,700 2,800

３大都市圏 ３大都市圏以外 ３大都市圏 ３大都市圏以外

二人以上の世帯 住居の延べ床面積（㎡） 30 30 30 30

単身世帯 住居の延べ床面積（㎡） 20 20 20 20

平成21年及び26年 全国消費実態調査
トップコーディング及びボトムコーディングの基準値

トップコーディング

ボトムコーディング

二人以上の世帯

単身世帯

平成21年 平成26年

平成21年 平成26年

資料２－２別添
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